
１． はじめに

� 岩沼市の概要

本市は，宮城県

の中央部，仙台市

の南１７．６kmに 位

置し，東北本線と

常磐線の分岐点，

国道４号・６号の

合流点にあり，東

北地方の国際化の

玄関口となる仙台

空港が所在するな

ど，交通の要衝です。

かつては，「門前町」「宿場町」として栄えてき

たまちですが，現在は，「臨空工業地帯」の一角

として，工業都市の性格も加わり商工業都市とし

て発展しています。

� 被災状況等

本市は，東日本大震災において被災地で最大割

合の市域の約４８％（約２９km２）が津波による浸水

被害を受け，１８１人の方が亡くなり，住居被害も

５，４２８戸（平成２４年１１月末現在）を数え，約６２万t

の震災ガレキが発生しています。

さらに，市外の方を含めると約６，７００人が２６カ

所の避難所に避難しましたが，応急仮設住宅の建

設を急いだことにより，平成２３年６月には希望者

全員が仮設住宅に入居し，被災地で最初に避難所

の閉鎖を行っています。

また，震災からの復興を図るため，平成２３年５

月に岩沼市震災復興会議を設置し，同年８月に

「岩沼市震災復興計画グランドデザイン」を，さ

らに，同年９月には，「岩沼市震災復興計画マス

タープラン」を被災地で最初にとりまとめ，「ス

ピード感を持った対応」と「コミュニティの維

持」を掲げ復旧・復興に取り組んでいます。

なお，被災の中心となったのが合併前の旧玉浦

村（昭和３０年／１町２村合併）の地域であること

から，本市の復興は，「玉浦の再生」が重要なテ

ーマになっています。

防災集団移転促進事業，災害
公営住宅事業の取り組み事例

宮城県岩沼市建設部復興整備課
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・人口 約４４，０００人
・面積 約６０．７km２

図―２

特集 東日本大震災から３年

２４ 建設マネジメント技術 2014年 3月号



図―３

そのため，今回は，玉浦の再生に向けた事業の

中から，防災集団移転促進事業と災害公営住宅整

備事業について，報告を行います。

２． 防災集団移転促進事業

� 集団移転の概要等

当市の集団移転については，特に被害の大きい

沿岸地域において，地区ごとに集団移転について

検討を行い，地区の合意を踏まえ市に要望を行っ

た相野釜，藤曽根，二野倉，長谷釜，蒲崎，新浜

の６地区（以下「６地区」という）が旧玉浦村の

中心部の西側に当たる，新たに造成する玉浦西地

区（災害公営住宅を含む）と隣接する土地区画整

理事業地内の三軒茶屋西地区に集団移転を行いま

す。

また，津波被害を受けた玉浦については，震災

復興計画に基づく多重防御により，海岸防潮堤，

千年希望の丘，かさ上げ道路，避難路などの整備

により，今後の災害から守る計画としています。

� 集団移転の経緯等

集団移転については，町内会長や区長などの地

区の代表者で構成する６地区代表者会が大きな役

割を果たし，各地区の移転希望地の中から，この

代表者会において平成２３年１１月に玉浦西地区を移

転先として選定しています。

市では，それを受けて玉浦西地区を集団移転先

として決定し，同月には，地権者との用地交渉を

開始し，平成２４年３月に被災地で最初に防災集団

移転促進事業の国の同意を受けています。

また，玉浦西地区のまちづくりについては，玉

浦西地区まちづくり検討委員会（以下「検討委員

会」という）を，同年６月に設置し，２８回の会議

を重ね，平成２５年１１月に最終報告書の提出を行っ

ています。

� 玉浦西地区のまちづくり

玉浦西地区については，６地区が一つに集まる

ことから，既存のコミュニティの維持とともに，

新たなコミュニティの形成，そして，まちを受け

継ぎ引き継ぐことができる世代を超えた持続可能

なまちの形成を目指す必要があると考え，移転者

が主体となったオーダーメイドのまちづくりを進

めています。

また，そのまちづくりには，被災者のみならず

復旧・復興に関わる一人一人の「想い」を繋ぐこ

とが大切であると考え，表―１の展開を図ってい

ます。

なお，この展開が，まちづくりの「想い」を一

つにする行為となり，このことが玉浦西地区のコ

ミュニティや持続可能なまちの形成には，不可欠

であると考えています。

そのため，検討委員会は，地区の役員の方，女

性の方，そして，次世代を担う青年の方という区

分で６地区から各３名の委員を，また，玉浦西地

区の周辺地区からも，移転後は，ご近所になると
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いうことで３名の委員を選出し，学識経験者２名

とアドバイザー３名を加え，ワークショップ形式

により次の�から�の検討を行っています。

� まちづくり方針および土地利用計画の検討

まちづくり方針については，６地区ごとに検討

を行い委員が発表を行った「まちづくりカード」

をもとに，班ごとに原案を作成し，次の七つをま

ちづくり方針として定めています。

また，土地利用計画については，班ごとに，

「まちのイメージを手書きで描く」→「宅地や公

園等の想定規模を踏まえ，まちのイメージのブラ

ッシュアップを行う」→「移転する６地区の団地

内の位置を決める」→「事務局が計画図にしたも

ので確認する」→「事務局がイメージ模型にした

もので再確認する」→「土地利用計画の完成」の

順で検討を行っています。

なお，被災した６地区が伊達政宗（仙台藩主）

の命により開削された貞山運河沿いに位置してい

たことを踏まえ，土地利用計画においては，中央
かたど

に貞山運河の線形を象った緑道を，さらに，その

両側に６地区を配置し，その緑道が隣接する三軒

茶屋地区（小中学校，公民館等）への安全・安心

な歩行者動線としての役割を担います。

� 画地の配置および公共・公益施設整備方針の

検討

画地の配置（個人宅地の場所の決定）について

は，検討委員が中心となり地区ごとに会議を行い

決定しています。

なお，画地の決定の手続きでは，当初，抽選が

多くなるものと考えていましたが，重複した画地

については，ほとんどが話し合いで分散，決定

し，抽選を行ったのが２区画と，コミュニティを

基本としたまちづくりが生きた決まり方であると

表―１ 玉浦西地区のまちづくりの展開

� 玉浦西地区に「想い」のある人でチームを作る
玉浦西地区まちづくり検討委員会………………２３名
� 集団移転対象地区の市民（集団移転先に移転を
希望している方）………………………各地区３名
・町内会長または区長等の地区の役員の方
・女性代表
・青年代表（おおむね４０歳以下の男性または女性）
� 集団移転先周辺地区の市民…………………３名
� 学識経験者……………………………………２名
� アドバイザー…………………………………３名
� まちづくりの「想い」を伝える
� アドバイザー講話
� 委員による「まちづくりカード」の発表
� まちづくりニュースの発行
� まちづくりの「想い」を集める
まちづくりアンケート調査
（玉浦西地区へ移転希望の方，玉浦西地区以外へ移
転希望の方，玉浦西地区周辺にお住まいの方）

� まちづくりの「想い」を形にする
ワークショップ
� まちづくり方針および土地利用計画
� 画地の配置方針および公共・公益施設整備方針
� まちづくりのルール（地区計画）
� 新たな地域づくり方策

図―５ まちづくり方針

図―６ 玉浦西地区 土地利用計画図

図―７ 画地の配置
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図―１０ 新たな地域づくり方策
（移転後のまちづくりの検討）

考えています。

また，公共・公益施設整備方針については，公

園・緑道，街区内幹線道路，公益施設，災害公営

住宅の整備方針および整備の基本的な考え方を，

模型等を使用しながら検討を行い，市では，この

整備方針を基本に玉浦西地区の公共・公益施設の

整備を行っています。

� まちづくりのルール（地区計画）の検討

地区計画については，当市の仮設住宅が市内で

最も閑静なまちづくりを目指した地区計画が整備

されている地区内にあることから，検討委員会で

は，この地区計画を手本に検討を行っています。

地区計画の内容としては，玉浦西地区が市街化

調整区域内の開発行為の許可を受け造成を行って

いることから，将来の市街化区域編入を見据えた

制限（第一種低層住居専用地域）や，かきまたは

さくの構造の制限（生垣），壁面の位置の制限

（外壁後退）等を定めています。

� 新たな地域づくり方策の検討

新たな地域づくり方策については，委員へのア

ンケート形式で課題の抽出を行い，次のように

「優先的に検討する課題」と「その他の課題」に

分類し検討を行っています。

このように，一人一人の手で「想い」を形にす

る作業は，玉浦西という新たなふるさとに，失わ

れたふるさとの歴史や誇りを引き継ぐ行為になる

と考えています。

� スピード感を持った造成等

玉浦西地区の造成は，地元業者を中心に工区分

けの工夫等による工期短縮を図りながら，造成に

おける地盤改良工事期間を利用し，まちづくりの

検討を行っています。

また，開発行為の柔軟な変更や工事完了公告前

の建築承認の活用など，工事手法にとどまらず，

対応可能な手法を駆使し，スピード感を持った事

業展開を図っています。

図―８ 公共・公益施設整備方針

図―９ まちづくりのルール（地区計画） 図―１１

東日本大震災から３年 特集

建設マネジメント技術 2014年 3月号 ２７



図―１２

図―１３

なお，造成工事については，他の被災地に先駆

けて工事が進んだことで，盛土材や二次製品等の

工事用資機材の調達においても有利に展開してい

ます。

� 起工式

玉浦西地区では，復興大臣等の参列の下，被災

地で最初の起工式を平成２４年８月に行い，併せ

て，施工業者主催による造成工事の安全祈願祭も

行われています。

� 造成工事

造成工事では，造成地が水田であったことか

ら，地盤改良のため，グラベルマット，グラベル

コンパクションパイル，プレロード工を行ってい

ます。

� 宅地の引渡し

宅地の引渡しは，第１期として平成２５年１２月に

３５区画の地引渡しを行い，現在は，一部で建築工

事が始まっています。

なお，４月末には，全ての宅地の引渡しを完了

する計画で事業を進めています。

３． 災害公営住宅整備事業

� 災害公営住宅の概要

本市の災害公営住宅整備事業は，検討委員会の

「災害に強く，入居者のライフスタイルや景観，

環境等に配慮した，いつまでも安心して暮らせる

住宅とする。また，将来的には，高齢者や子育て

支援施設への一部転換も可能な住宅とする。」と

いう報告を踏まえ，市においても「災害公営住宅

設計ガイドライン」（以下「ガイドライン」とい

う）により災害公営住宅の整備基本方針（整備方

針，基本方針，基本目標）を定め，防災集団移転

促進事業と一体的に玉浦西地区で整備を行いま

す。

図―１４

図―１５
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また，配置についても，６地区の災害公営住宅

と玉浦西地区に個人で住宅を建築する移転者と同

じ地域となるようにコミュニティの維持を基本と

した配置を行っています。

さらに，コンパクトシティの推進を図るために

玉浦地区で被災した市営林住宅についても玉浦西

地区内で再建を行います。

� 災害公営住宅の整備等

災害公営住宅の設計については，ガイドライン

を基本にプロポーザル方式で業者の決定を行い，

住宅は，木造平屋建てを基本に，二戸一棟および

長屋タイプについては，壁が独立し屋根で一体化

する工夫や瓦屋根を使用するなどの特徴を持って

います。

また，整備については，平成２５年１１月２２日に宮

城県と「災害公営住宅整備に係る業務協定」を締

結し，建築工事が平成２６年３月から６月にかけ

て，順次，着手を行い，早い地区では，１０月ごろ

に入居が始まり，平成２７年３月末には，全ての入

居が完了する計画で事業を進めています。

なお，このころには，個人で建築する住宅も，

相当数の入居が進んでいることから，震災により

失われたふるさとの歴史や誇りを受け継いだ，玉

浦西という新たなふるさとが，活気あふれるまち

になっているものと考えています。

４． おわりに

これまで全国各地からご支援をいただき，まさ

に「オールジャパン」で復旧・復興を行うことが

できていることに，改めて厚くお礼申し上げま

す。

本市も，今次の津波で一瞬のうちに多くの尊い

命を失いましたが，もし，その方々が生まれ変わ

ることができるなら，もう一度この「岩沼」を，

この「玉浦」を選んでいただけるような，そのよ

うなまちをつくりたいと考え，被災者や職員が一

丸となって復旧・復興を進めています。

最後に，被災地の復興こそが「オールジャパ

ン」でご支援をいただいた全国の皆さま方への恩

返しの一つであると考え，一日でも早い復旧・復

興に向けて取り組んでいます。

※本市の集団移転については，下記のホームペー

ジをご覧ください（http : //www.city.iwanuma.

miyagi.jp/kakuka/040700/fukkouseibi―index.

html）。

表―２ ガイドラインの基本目標

� 安全・安心（自然災害に強いまちづくり）
・災害公営住宅の建設地は，東日本大震災による津波
の浸水を受けた場所であることから，宅地の造成高
と避難しやすい動線を検討し，入居者の安全を確保
する。また，自然エネルギーなどを活用し，住棟共
用部分では夜間でも照明が灯り，入居者に安心感を
与える機能を確保する。
� コミュニティ（従来の絆を大切にできるまちづく
り）
・これまでの地域で長年にわたり築き上げられてきた
「絆＝コミュニティ」が維持できるように，災害公
営住宅の配置・構造・外構等について検討する。
・地域の少子高齢化対策として，子供を安心して育て
られる住環境を提供するとともに，この地域で次の
世代も住み続けられるように配慮した設計とする。
� エココンパクトシティ（自然エネルギーを利用し
た環境未来都市の実現）
・省エネルギーを住宅の基本的な性能と位置付け，高
気密・高断熱など環境にやさしい環境配慮型住宅を
整備する。
・太陽光や風力など持続可能な自然エネルギーを最大
限に活用し，環境負荷の低減や災害時に活用できる
ように配慮する。

図―１６
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